
翌に当た っ ては , 学習指導要領に基づき滴正に指導す る こ とを明示する

こ とり j などが記載さ滓妙てしYた , (甲 2 6 0 )

2 争点くり (本案前の答弁 ) について

(1) 原告らの被告都教委に対する前記 ｢第 1 請求｣ の第 1 ない し第 4 項は ,

いわゆる無名抗告訴訟であり , そのうち , 第 1 及 び第 3項は公的義務の不存

在確認請求 , 第 2 及び第 4 項は予防的不作為請求と呼 ばれる訴訟類型である

(なお , 丁事件原告 らの前記 ｢第 1 請求 ｣ の第 2 項は , 平成 1 6 年法律第

8 4 号による改正後の行政事件訴訟法 3 条 7 項 , 3 7 条の 4 に基うく ｢差止

めの訴え ｣ である。 )。 と こ ろで , 具体的 ･ 現実的な紛争の解決を目 的とす

る現行訴訟制度のもとにおいては , 義務違反 の結果と して将来何らかの不利

益処分を受けるおそれがあるというだけでは ,事前に上記義務の存否の確定,

これに基づく処分の発動の差止 めを求める こ と が当然のものと して許されて

いるわけではない。 しか しなが ら 当該義務の履行によっ て侵害を受ける権

利の性質及びその侵害の程度 , 違反に対する制裁と しての不利益処分の確実

性及 びその内容文は性質等に照らし , 上記処分を受けてから これに関する訴

訟の中で事後的に義務の存否 , 処分の適否 を争っ たのでは,回復し難い蘭大な

損害を被るおそれがあるな ど , 事前の救済を認めなければ著しく 不相当とな

る特段の事情がある場合には , 紛争の成熟性が認められるから , あらか じめ

上記のような義務の存否の確定 , これに基づく 処分の発動の差止 めを求める

法律上の利益を認める こ とができるものと解するのが相当である (最一小判

昭和 4 7 年 1 1月 3 0 日民集 2 6 巻 9 号 1 7 4 6 頁参照 )。 平成 1 6 年法律

第 8 4 号による改正後の行政事件訴訟法 3 条 7 項は , 差止 めの訴え (行政庁

が一定の処分又は裁決をすべき ではないにもかかわらず これを しようと して

いる場合において , 行政庁がその処分又は裁決をしてはならない旨を命ずる

ことを求 める訴訟) を定め , 同法 3 7 条の 4 第 1 項 , 第 2 項は , ｢差止めの

訴えは , 一定の処分文は裁決がされる こ とにより重夫な損害を生ずるおそれ



がある場合 に限り , 提起することができる。 ｣, ｢裁判所は , 前項に規定する

重大な損害を生ずるか否かを判断するに当た っ て は , 損害の回復の崗難の程

度を考慮するものと し , 損害の性質及 び程度並びに処分又は裁決の内容及 び

性質をも勘案するもの とする。 ｣ と規定しているのも、 上記と 同様の趣旨と

解される。

(の これを本件につ いてみてみるに , 前記前提事葬によれば , ①本件通達は ,

都立学校において , 入学式 , 卒業式等の式典におい て国歌斉唱時に起立を し

ない教職員がいる こ とな どを問題と して , こ のような状況を改めるために.発

せられた通達であ る こ と (前記前提事実(2), 圈), ②被告都教委は , 本件説

明会 , 都立高校校長連絡会等において , 都立学校の校長らに対 し , 再三 , 本

件通達に基づき教職員に対 して入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱時

に起立して国歌を斉唱する こ と , ピア ノ伴奏をする こ とについての職務命令

を発するよう指導し , 校長らは これに従っ て職務命令を出したこと (同G M ,

ウ , (" アない し力 , ク ), ③都立学校の各校長 は , 被告都教義の指示に基づ

き , 教職員が入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱時に起立 して国歌を

斉唱する こ と ピア ノ伴奏をすることについての職務命令に違反 した場合 ,

こ れを･服務事故と して被告都教委に報告し , 被告都教委は , 当該教職員に対

し , 1 回目は戒告 , 2 回目及び 3 回目は減給 , 4 回目は停職の基準で懲戒処

分を行うとともに , 再発防止研修を受講させていること (周回ケぐれ 切ない

し(対 , ス ), ④被告都教委は、, 定年退職後に再雇用 を希望する教職員につい

て , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱時に起立 して国歌斉唱を しな

いなどの職務命令違反があ っ た場合 , 再雇用 を拒否して いること (同国ケ

(ウ)), ⑤被告都知事 , 被告都教委教育長 , 被告都教委教育委員 らは , 依然と

して教職員が入学式 ,卒業式等の式典において国歌斉唱時に起立 しない こ と

ピアノ伴奏を しない こ げ,沁 教職員と してあるま じき行為 であり , 懲戒処分

を受けて当然との認識を有 し ている こ と (同(2)ェ(劫〆銅ケ齢 , コメ4射 せ例)
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がそれぞれ認められる ,

上記①ない し⑥の各認定事実に照らすと 在職中の原告らは , 今後も被告

都教委から本件通達に基づく指導を受けた校長から入学式 , 卒業式等の式典

において国歌斉唱時に起立 して国歌を斉唱する こ と , ピア ノ伴奏をする こ と

についての職務命令を受ける こ と , 同職務命令を拒否 した場合に上記のとお

り懲戒処分を受け , 再発防止研修の受講を命じられること , 定年退職後に再

雇用を希望 しても拒否されることはいずれも確実であると指認することが で

きる , そうだとすると , 在職中の原告らば , 懲戒処分等の強制の下 , 自己の

信念に従 っ て入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱時に起立 して国歌を

斉唱する こ と , ピアノ伴奏をする こ とについての職務命令を拒否するか , 自

己の信念に反して上記職務命令に.従うかの岐路に立たされる こ とになるので

あ っ て , 後記 3 で詳述するとおり , 上記職務命令が違法であ っ た場合に侵害

を受ける権利は , 思想 ･ 良心の自由等の精神的自由権にかかわる権利である

か ら 権利侵害があ っ た後に , 処分取消請求 , 慰謝料請求等ができると して

も , そもそも事後的救済には馴染みにく い権利であるということができるう

え , 入学式 , 卒業式等の式典が毎年繰り返される こ とに照らす と その侵害

の程度も看過し難いものがあるという こ とができる . また , 在職中の原告ら

が , 上記本件通達に基づく校長の職務命令に違反する傷に懲戒処分等 の不利

益処分を受ける こ とは確実 であ り その処分は戒告 , 減給 , 俸繊と回数を竇

ねる優に重い処分となっ ている。 そうだとする と 在職中の原告らが , 現在

の状況 で上記職務命令を拒否し続けた場合 , 懲戒免職処分となる可能性も否

定することができず , これらの処分により原告らが受ける不利益は看過し難

いものがあるといえる . これら在職中の原告らが侵害を受 ける権利の性質及

びその侵害の程度 , 違反に対する制裁と しての不利益処分の確実性 , 不利益

処分の内容及び性質に照らすと 在職中の原告らが本件通達に基づく校長の

職務命令に反したと して行われるであろう懲戒処分の取消訴訟等の平で , 事



後 的に , 入学式 , 卒業式等の式典において , 国歌斉唱の際に国旗に向か っ ＼

起立 し , 国歌を斉唱する義務 , ピアノ伴奏をする義務の存否及 び当該処分の

適否を掌.ったのでは , 回復し難い館大友損害を被るおそれがあると認める こ

とができ , 事前の救済を認 めない こ とを著しく不相当とする特段の事情が あ

るというべきである。

(3) これに対し , 被告らくま , 現時点において , 在職中の原告らが 入学式 , 卒樂

式等の式典において国歌斉唱の際に不起立及びピア ノ伴奏拒否を繰り返 すの

か否か , これに対し , いかなる処分が下されるのかな どについて不明という

ほかない ことなどか ら 同原告らには , 事前の救済を認めない こ とを著しく

不相当とする特段の事情は存在しない旨主張する。

しか し , 在職中の原告らのザ部は , 本件通達発令後現在ま での間 , 入学式 ,

卒業式等の式典において国歌斉唱の際に不起立及び ピアノ伴奏の拒否を続け

て きており , こ れに対 し , 被告都教委は , 前記のとお り 戒告 , 減給 , 停職

とい っ た懲戒処分を行っ てきた こ とが認められる (前記前提事英国)ケ肋ない

し燐 , 弁論の全趣旨)。 そうだとすると 在職中の原告ら全民が , 今後 , 入

学式 , 卒叢式等の式典において , 国歌斉唱の際に不起立及びピア ノ伴奏拒否

を繰り返すのか否 かが不明 であるからといって , あらか じめ入学式 , 卒業式

等の国教斉唱の際に国旗に向か っ て起立 して国歌を斉唱する義務 , ピアノ伴

奏をする義務の存否の確定 , 処分の差止めを求める法律上の利益がないとい

うこと は困難である。

また , 被告らは , 在職中の原告 らの中には , 被告都教委か ら職務命令違反 ,

信用失墜行為により既に懲戒処分を受け , 東京都人事委員会に対して同処分

の取消しを求めて審査請求を している者がいると こ ろ , これらの者は , 同審

査請求ない し同処分の取消訴訟において , 国旗に向か っ て起立 し , 国歌斉唱

をする義務の存否を争え‘,#足りる旨主張する。 確かに , 在職中の原告らの中

に , 被告ら主張のとおり菩査請求をして いる者がいる こ と は事実である (弁
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論の全趣旨), しか し , 都立学校において , 入学式 , 卒業式等の式典が毎年

繰り返されることに照らすと 在職中の原告らが ,- 個 々 の処分の審査請求 ,

同処分の取消請求において , 同処分の前提となる入学式 , 卒業式等の式典に

おいて国歌斉唱の際に国旗に向 かっ て起立 し , 国歌を斉唱する義務 , ピア ノ

伴奏をする義務の存否 , 当該処分の適否につ いて争う こ と‘は迂遠というほか

なく , より抜本的な紛争解決のためには , 上記義務の存否 の確認 , 処分の差

止 めを求める法律上の利益を認めるのが相当といえる。 したが っ て , 在職中

の原告らの中に被告都教委から職務命令違反 , 信用失墜行為に より既に処分

を受け , 東京都人事委員会に対して同処分の取消 しを求めて審査請求を して

いる者がいると しても 同原告らが事前に上記義務の不存在確認 , 処分の差

止 め を求める法律上の利益を欠 い ていると いう こ と は困難と い うべき であ

る。

国 丁事件原告 らの前記 ｢第 1 請求 J の第 2 項の請求は , 平成 1 6 年法律第

B 4 号による改正後の行政事件訴訟法に基づく ｢差止 めの訴え J であるが ,

前記圏のとおり , ①丁事件原告らは今後も本件通逓に基づく被告都教委の指

導を受けた校長の職務命令に基うき , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌

斉唱の際に、国旗に向か っ て起立 して国歌を斉唱する こ と , ピア ノ伴奏をする

こ とを命じられ , これを拒否した場合に懲戒処分等を受ける こ とは確実であ

る こ と ②そうだとする と 丁事件原告らは , 懲戒処分等の強制の下 , 自己

の信念に従 っ て入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱時に起立 して国歌

を斉唱する こ と ピアノ伴奏を する こ ととの職務命令を拒否するか , 自己の

信念に反して上記職務命令に従うかの岐路に立たされることになるこ と ③

上記職務命令が違法であっ た場合に侵害を受ける権利は , 思想 ･ 良心の自由

等の精神的自由権にかかわる権利であ っ て , そもそも事後的救済には馴染み

にく い権利であるという こ とができるう え , 入学式、 卒業式等の式典が毎年

繰り返される こ とに照らずと その侵害の程度も看過し難いものがあるとい



う こ とができる こ と , ④丁事件原告らが受ける懲戒処分は戒告 , 減給 , 停職

と回数を重ねる 毎に重い処分と な っており , 更 に回数を重ねた場合に懲戒免

職処分となる可能性も否定 できないことな ど処分により受ける不利益も決 し

て小さくない ことがそれぞれ認められる ,

以上の各事実に照 らすと 丁事件原告らの前記 ｢第 1 請求｣ の第 2 項の

請求には , 損害の回復の困難の程度 , 損害の性質 ･ 程度 , 処分の内容 ･ 性質

に照 らし , 重夫を損害を生ずるおそれがあると認めるのが相当である (平成

1 6 年法律第 8 4 号による改正後の行政事件訴訟法 3 7 条の 4 第 1項 , 第 2

増)。

(5) 以上検討したとおり , 在職中の原告らの訴えのうち前記 ｢第 1 請求｣ の

第 1 ない し第 4項にかかる部分には , 事前の救済を認めない こ と を著しく 不

相当とする特段の事情及び ｢重大な損害を生ずるおそれ J (平成 1 6 年法律

第 8 4 号による改正後の行政事件訴訟法 3 7 の 4 第 1 項) が認められ , 適法

というべきであり , 当該判断を覆すに足りる証拠は存在しない。

争点鰯 (入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に向か っ て起

立し , 国歌を斉唱する蝨務 , ピア ノ伴奏をする義務の存否) について

くり 国民は , 憲法 1 9 条により , 思想 ･ 良心の自由を有すると こ ろ , 宗教上の

信仰に準ずる世界観 , 主義 , 主張等を全人格的にもつ こ とは , それが内心の

領域にとどまる限りはこれを制約する こ とは許されず , 外部に対して積極的

又は消極的な形 で表されることにより , 他者の権利を侵害するなど公共の福

祉に反する場合に限り , 必要かつ最小限度の制約に服すると解するのが相当

である。

と こ ろで , 我が国において , 日の丸 , 君が代は , 明治時代以降 , 第二次世

界大戦終了までの間 , 星園思想や軍国主義思想の精神的支柱と して用いられ

てきたことがある こ とば否定 し難い歴史的事実であり , 国旗 ･ 国歌法により ,

日の丸 , 君が代が国旗 , 国歌と規定された現在においても , なお国民の間で
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こり 、ゞ〆＼ ′′‘‐‘じ ハノ′′′"

宗教的 , 政治的にみて日の 丸 , 君が代が価値中立的な ものと認められるまで

には至 っ ていない状況に あることが認められる (弁論の全趣旨)。 こ のため ,

国民の闇には , 公立学校の入学式 , 卒業式等の式典において , 国旗掲揚 , 国

歌斉唱をすることに反対する者も少なからずおり (甲 1 2 4 2 4 8 , 2 4

9 , 乙 6 , 証人巽 【2 2 頁】 参照 ), こ のよ うな世界観 , 主義 , 主張を持つ

者の思想 ･ 良心の自由 も 他者の権利を侵害するな ど公共の福祉に反しない

限り , 憲法上 , 保護に値する権利というべ きである。 こ の点 , 確かに , 入学

式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に起立 しないこと , 国歌斉唱 しな

い こ と ピア ノ伴奏をしな いことを選択する理由は様々 なものが考 えられ ,

教職員に対して , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に , 国旗に

向か っ て起立 し国歌を斉唱するこ と ピア ノ伴奏をする こ とを命じたと して

も 特定の思想 , 良心を抱く ことを直援禁止するものとま ではいえない。 し

か し , 前記日の丸 , 君が代に関する現在の状况に照 らすと 宗教上の信仰に

準ずる世界観 , 主義 , 主張に基 ･づいて , 入学式 , 卒業式等の式典にお いて国

歌斉唱の際に国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱する こ とを拒否する者 , ピ

アノ伴奏をする こ と を拒否する者が少なからずいるのであっ て , こ のような

世界観 , 主義 , 主張を持つ者を含む教職員らに対して , 処分をも っ て上記行

為を強制すること は , 結局 , 内心の思想に基づいてこのような思想を持っ て

いる者に対し不利益を課すに等 しいという こ とが できる。 したが っ て , 教職

員に対 し , 一律に , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に

向か っ て起立 し , 国歌を斉嘴する こ と ピアノ伴奏をすること“ごついて義務

を課すこ とば, 思想 ･ 良心の自由に対する制約になるものと解するのが相当

である。

上記の考え方に対し , 被告らは , 本件通達に基づき校長が教職員に対し ,

入学式 , 卒業式等の式典において , 国歌斉唱を命 じ , ピアノ伴奏を命じる こ

と は , 教職員に対し一定の外部的行為を命じるものであり , 当該教職員の内
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心領域における精神活動ま でを制約するもの ではなく , 思想、 良心の自由を

侵害していないと主張する . 確かに , そのよ うな考え方も成り立 ち得ないわ

けではない。 しか し , 人の内心領域の精神的活動は外部的行為と密接な関係

を有するものであ り これを切り離して考える こ とは困難かつ不自然で あり ,

入学式 , 卒業式等の式典におい て , 国旗に向か っ て起立 したく ない , 国歌を

斉唱したくない , 或いは国歌を ピア ノ伴奏したくないという思想 , 良心を持

つ教職員に これらの行為を命じることは , これらの思想 , 良心を有する者の

自由権を侵害していると いうべき であり , 上記被告らの主張は採用する こ と

ができない。

の 上記= のとおり , 教職員に対し , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉

唱の際に国旗に向かつて起立 し , 国歌を斉唱するこ と ピア ノ伴奏をする こ

とについて義務を課す こ とが , 思想 ･ 良心の自由に対する制約になると して

も , 思想 , 良心の自由とい え どもそれが外部に対して積極的又は消極的な形

で表される こ とによ り 他者の基本的人権を侵害するなど公共の福祉に反す

る場合には ,必要かつ最小限度の制約に服するものと解するのが相当である。

そうだ とする と 原 告らが教職員又 は教職員であ っ た者である こ とから , 原

告ら教職員に対し , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に , 国旗

に.向か っ て起立 し国歌を斉唱する義務 , 国歌の ピアノ伴奏をする義務を課す

こ とが , 公共の福祉による必要かつ最小限度の制約文は教職員の地位に基づ

く制約と して許されるかどう かという こ とが問題となる ,

こ の点に関 し , 被告引導 原告ら教職員 ｢き学習指導要領の国旗 ･ 国 歌条項

に基づき 生徒に対して 国歌斉唱の指導を行うため , 入学式 , 卒業式等の式

典において国歌斉唱の際に国旗に向かっ て起立 し , 国歌を斉唱する こ と , ピ

アノ伴奏をすることが職務内容の一部とな っ ており , 校長 から本件通達に基

づいた職務命令を受けた場合には , 入学式 , 卒業式等の式典会場の指定され

た席で国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱する義務 , ピア ノ伴奏をする義務
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を負 っている旨主張する。 そ こ で , 以下 , 原告ら教職員は , 学習指導要領の

国旗 ･ 国歌条項 , 本件通達及びこれに基づく各校長 の本件職務命令によ り

入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱 の際に国旗に向かって起立 し , 国

教を斉唱する義務 , 国歌斉唱時に ピア ノ伴奏をする義務を負 っ ているか否かも

換言する と 学習指導要領の国旗 1 国歌条項 , 本件逼議及び これに幕づく 各

校長の本件職務命令により , 原告ら教職員の思想 , 良心の自由を制約する こ

とは公共の福祉による必要かつ最小限の制約と して許されるのか否かについ

て検言寸する こ とルごする。

国 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項に基づく義務に ついて

ア ま ず最初に , 原告ら教職員が , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項に,基づき ,

入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に向かっ て起立 し ,

国歌を斉唱する義務 , ピア ノ伴奏をする義務を負 っ ているか否かについて

検討する。 この点に関し , 教育基本法 1 0 条 1 項が ｢教育は , 不当な支配

に服する こ となく , 国民全体に対し直接に責任を負 っ て行われるべ きもの

である。 ｣ と規定し , 同条 2 項が ｢教育行政は , こ の自覚のもとに , 教育

の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標と して行わなければな

らない可 と規定 している こ ととの関係 で , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条

項が法的効力を有しているのか否かが問題となる。

イ 学習指導要領の法的効力について

国は , 憲法上 , 適切な教育政策を樹立 , 実施する権能を有し , 国会は ,

国の立法機関と して , 教育の内容及 び方法について , 法律により , 直接又

は行政機関に授権して必要かつ合理的な規制を施す権限を有している。 の ′

みならず , 国は , 子 どもの利益のため文は子 どもの成長に対する社会公共

の利益のため , 必要かつ合理的な規制を施すことが要請される場合もあり

得るのであ っ て , 国会が教育基本法 1 0 条におい て こ のような権限の行使

を自己限定したものと角翠することは困難である , む しろ , 教育基本法 1 0
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条は‐ 国の教育統制権能を前提と しつつ , 教育行政の宮藤を教育の目的の

遂行に必要な諸条件の整備確立に置き , その整備確立のための措置を講ず

るに当た り 教育の自主性尊宙の見地から , これに対する不当な支配とな

らないようにす『べきとの限定を付したものと角凖するのが相当である。 した

が っ て , 教育に対する行政権力の不当 , 不要の介入は排除されるべきであ

ると しても ,許容される目的のために必要かつ合理的と認められる措置は ,

たとえ教育の内容及び方法に関するものであっ ても 教育基本法 1 0 条に

反 しないものと解するのが相当 である。 そ して , 文部科学大臣は , 前記争

いのない事実等(2潔 のとおり , 学校教育法 4 3 条 , 7 3 条に基づき , 高等

学校及び盲学校 , ろう学校及び養護学校高等部 の教科に関する事項を定め

る権限を有してお り 上記高等学校等における教育内容及び方法について ,

それぞれ教育の機会均等の確保等の目的のために必要かつ合理的な基準と

して , 学校教育法施行規則 5 7 条の 2 , 7 3 条の 1 0 に基づき , 学習指導

要領を定めている。 したが っ て、 この ような目的のもとに定められた学習

指導要領は , 原則と して法規と しての性質を有するものと解するのが相当

である。 もっ とも 国の教育行政機関が , 法律の授権に基づいて普通教育

の内容及び方法について蓮守すべき基準を設定する場合には , 上記のとお

り教育の自主性尊重の 見地のほか , 教育に関する地方自治の原則をも考慮
　

　

する と 教育における機会均等の確保と全国的な一定の水準の維持という

目的のために必要かつ合理的と認められる大綱的な基準に止めるべきもの

と解するのが相当である。 そうだとする ね 学晋指導要領の個別の条項が ,

上記大綱的基準を逸脱し , 内容的にも教職員に対し ･一方的な一定の理論や

観念を生徒に教え込む こ とを強制するようなものである場 合に#法 教育基

本法 1 0 条 1項所定の不当な支配に該当するものと して , 法規と しての性

質を否定するのが相当である。 (最大判昭和 5 1 年 5 月 2 1 日荊第 3 0 巻

6 号 6 1 5 薦 , 最一撃i平成 2 年 1 月 1 8 日集民 1 5 9 号 1 頁参照 )
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これを学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項についてみてみると , 同条項は ,

日本人と しての自覚を養い , 国を愛する心を育てるとともに , 生徒が将来 ,

国際社会において尊敬され , 信頼される日本人と して成長していく ために

は , 生徒に国旗 , 国歌に対する正 しい認識を持たせ , それらを尊重する態

度を育てる こ とが重要な こ とである こ と , 入学式 , 卒業式等は , 学校生蒲

に有意義な変化や折り目を付け , 厳粛で清新な気分を味わい , 新 しい生活　

へ の動機付けを行い , 集団へ の所属感を濃めるうえでよい機会となる こ と

か ら このよう な入学式 , 卒業式等の意義を踏ま えたうえで これらの式

典において , 国旗を掲揚するとともに , 国歌を斉嘱するとの趣旨で設け ら

れた規定と解される (甲 2 7 6 , 乙 1 8 参 照 )。 こ のような学習指導袋領

の国旗 ･ 国歌条項の趣旨に照らすと , 国旗 , 国歌に関する定めは , その性

質上 , 全国的になされる こ とが望ま しいものとい え , 教育における機会均

等の確保と全国的な一定の教育水準の維持という目的のた めに , 国旗 ･ 国

歌条項を学習指導要領の一部と して規定する必要性はあるとい うべき であ

る。 そうだと すると 学習指導要領の国旗 ･ 国歌 条項が , 教育の自主性尊

重 , 教育における機会均等の確保と全国的な一定の水準の維持という目的

のため に必要 かつ合理的と認められる 大綱的な基準を逸脱するもの で な

く , 内容的にも一方的な“定の理論や理念を生徒に教え込む こ とを教職員

に強制するものでない限り , 法的効力を有すると解するのが相当である。

そこで , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項をみてみるに , 同条項は , ｢入

学式や卒業式な どにおいては , その意義を踏ま え , 国旗を掲揚するととも

に., 国歌を斉唱するよう指導するもの とする . ｣ と規定するのみであ っ て ,

それ以上に国旗 , 国歌について どのような教育をするかについてまでは定

めてはいない。 また , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項は , 国旗掲揚 ･ 国歌

斉唱の具体的方法等について指示するものではなく , 入学式 , 卒業式の ほ

かに どのような行事に国旗掲揚 ･ 国歌斉唱を行うかについて , 各学校に指
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宗するものでもなく , 国旗掲揚 ･ 国歌斉唱 を実施する行事の選択" 国旗掲

揚 , 国歌斉唱の実施方法等比ついては , 各学校の判断に委ねており , その

内容が一義的なものになっ ているという こ と はできない。 さらに , 学習指

導要領の国旗 h 国歌条項は , 教職員が生徒に対して日の丸 , 君が代を巡る

歴史的事舞等を教えることを禁止するものではなく , 教職員に対し , 国旗 ,

国歌について一方的な一定の理論を生徒に教え込むことを強制するものと

はいえない。

才 以上によれば , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項は , 前記 ｣イの学習指導要

領全般の法的効力に関する基準に照らしても , 法的効力を有 すると解する

のが相当である。 もっ とも 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項の法的効力は,

前記ウのとおり , その内容が教育の自主性尊重 , 教育にお ける機会均等の

確保と全国的な一定水準の維持という目的のために必要かつ合理的と認 め

られる大綱的な基準を定めるものであ り かつ , 教職員に対し一方的な一

定の理論や理念を生徒に教え込むことを強制しないとの解釈の下で認めら

れるものである。 したが っ て , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項が , こ のよ

うな解釈を超えて 教職員に対し , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌

斉唱の際に国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱する義務 , ピアノ 伴奏をす

る義務を負わせているものであると解すること は困難で ある ,

力 小括

以上の検討結果によれば , 学習指導要領の国旗 ･ 国歌条項は" 法的効力

を有 しているが , 同条項から , 原告ら教職員が入学式 , 卒業式等の式典に

おいて国歌斉唱の際に国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉層する義務 , ピア

ノ伴奏をする義務ま でを導き出すこと は困難であると いうべきである。

団 本件通達に基づく義務について

ア 被告都教委は , 地数行法 2 3 条 5 号に基づき , 都立学校の教育課程 , 学

習指導 , 生徒指導等に関する事項につき管理 , 執行権限 を有 し , 被告部数
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委教育長は , 同法 ヱ 7 条 1 項に基づき , 上記権限に属する事務をつかさど

るところ , 横山教育長は , 上記権限に基づいて , 都立学校の各校長に対す

る職務命令と して本件通達を発 したものと認められる。 と こ ろで , 被告都

教委教育長が地数行法 1 7 条 1項 , 2 3 条 5 号に基づき発する通達ない し

職務命令に,ついても , 前記(3)の学習指導要領と同様に , 教育基本法 1 0 条

の趣旨である教育に対する行政権力の不当 , 不要 の介入の排除 , 教育の自

主性乾草の見地の ほか , 教育にお ける機会均等の確保と一定の水準の維持

という目的のために必要かつ合理的と認められる大綱的な基準に.止めるべ

きものと解するのが相当で ある。 そうだ とする と 被告都教委教育長の発

する通達ない し職務命令が , 上記大綱的基準を逸脱し , 内容的にも教職員

に対し一方的な- 定の理論や観念を生徒に教え込む こ とを強制するような

もの である場合 にはゞ教育基本法 1 0 条 1項所定の不当な支配に該当する

ものと して違法に なるものと解するのが相当である ,

以上の観点から , 本件通達をみる こ とにする , 本件通達は , 被告都教委

教育長から都立学校の各校長に対 して発 せられた ものであり , 教職費に対

して発せられたものではない。 したが っ て , 原告ら教職員は , 本件通達に

基づいて , 直ちに入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に

向か っ て起立 し , 国歌を斉唱すること , ピアノ伴奏をすること につい て義

務を負う ことはない , しか し , 本件通産の内容は , 入学式 , 卒業式等の式

典における国旗掲揚 , 国頭斉唱の具体的方法等について詳細に指示するも

のであり (前記争いのない事実等同法 国旗掲揚 , 国歌斉唱の実施方法特

については , 各学校の裁量を認める余地はほとん どないほどの一義的な内

容になっている。 また , 前記前提事実くめァ ない しウメ4)アない しク , ケ銃 ,

(切ない し鮒 , ス によれば , ①被告都教委は本件通達発令と同時に都立学校

の各校長らに対し ｢適格性に課題のある教育管理職の取扱いに関する要綱 J

を発表 した こ と , ②被告都教委は , 本件通達発令後 , 都立学校の各校長に



対 し , 入学式 , 卒業式等の式典にお ける国歌斉唱の実施方法 , 教職員に対

する職務命令の発令方法 , 教職員の不起立等の現認方法及び被告都数萎へ

の報告方法等につ い て詳細な指示を行 っ た こ と ⑧都立学校の各校長 は ,

被告都教委の指示に従って , 教職員に対 し , 入学式 , 卒業式等の式典にお

いて国歌斉唱の際に起立 して国歌を斉唱する こ と , ピアノ伴奏をするよ う

職務命令を発 したこと ④都立学校の各校長は , 教職員が上記職務命令 に
　

　

違反 した場合 , これを服務事故と して被告都激震に報告した こ と ⑤被告

都教委は , 上記職務命令に違反 した教職員について , 1 回目は戒告 , 2 回

目及び 3 回目は減給 , 4 回目 は停職との基準で懲戒処分を行うとともに ,

再発防止研修を受講させた こ と ⑥被告都教委“富 定年退職後に再雇用 を

希望する教職員につ いて、 入学式 , 卒業式等の式典にお いて国歌斉唱の際

に起立して国歌を斉唱 しないな どの職務命令違反があ っ た場合 , 再雇用 を

拒否した こ とが認められる。 前記各認定事実に照 らすと 本件通達及び こ

れに関する被告都教委の一連の指導等は , 入学式 , 卒業式等の式典におけ

る国旗掲揚 , 国歌斉唱 の実施方法等 , 教職員に対する職務命令 の発令等に

ついて , 都立学校の各校長の裁量を許さず , こ れを強制するものと評価す

ることが できるうえ , 原告ら教職員に対しても 都立学校の各校長の職務

命令を介 して , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に起立して

国歌を斉唱すること , ピアノ伴奏をする こ とを強制していたものと評価す

る こ とができる。 そうだとす ると , 本件通達及 び これに関する被告都教委

の都立学校の各校長に対する…運の指導等はー 教育の自主性を侵害するう

え , 教職員に対し一方的な･ 定の理論や観念を生徒に教え込む ことを強制

することに等しく , 教育における機会均等の確保と一定の水準の維持とい

う目的のために必要かつ合理的と認められる大綱的な基準を逸脱している

との誇りを免れない。 したが っ て , 本件通達及び これに関する被告都教委

の都立学校の各校長 に対する一連の指導等は , 教育基本法 1 0 条 1項所定
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の不当な支配に該当するものと して違法と解するのが相当であり , ひい て

は , 原告ら都立学校の教職農の入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱

の際に , 国旗に向 か っ て起立 しない自由 , 国歌を斉唱しない自由 , 国歌を

ピア ノ伴奏しない自由に対する公共の福祉の観点から許容されて いる制約

とは言い難いというべきである。

なお , 国旗 ･ 国歌法は , 日の丸を国旗 , 君が代を国歌と規定するのみで

あって , 国旗掲揚 , 国歌斉唱の実施方法等に関しては何ら規定を置いてお

らず , 前記前提事実印によれば , 同法の立法過程においても '政府関係者

によ っ て , 同法が国民生活殊に国旗 , 国歌の指導にかかわる教職員の職務

上の責務に何ら変更を加える ものではないとの説明がされていた こ とが認

められ , 同法が教職員に対 し , 国旗掲揚及び国歌斉唱の義務を課したも の

と解することはできない。 そうだとすると , 本件通達及びこれに関する被

告都教委の一連の指導等は , 国旗 " 国歌法の立法趣旨にも反した , 行き過

ぎた指導といわざるを得ない。

以上のとおり ,本件通達及びこれに関する被告都教委の一連の指導等は ,

教育基本法 1 0 条に反し , 憲法 1 9 条の思想 p 良心の自由に対し , 公共の

福祉の観点から許容された制約の範囲を超えているというべきであっ て ,

これにより , 原告ら教職員が , 入学式 , 卒業式等の式典にお いて国歌斉唱

の際に , 国旗に向かっ て起立し , 国歌を斉唱する義務 , ピアノ伴奏をする

義務を負うものと解すること はできない。

校長の職務命令に基づく義務について

都立学校の各校長は , 学校教育法 2 8 条 8 項 , 5 1 条 , 7 6 条に基づき ,

校略をつかさどり , 所属職員を監督する権限を有しており , 所属職員に対

して職務命令を発することが でき , 所属教職員は , 原則と して , 各校長の

職務命令に従う義務を負う (地方公務員法 3 2 条) ものの , 当該職務命令

に重大かつ明白な瑕疵がある場合には , これに従う義務がないものと解す

ウ

　

ア
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る のが相当である (最三小判昭和 5 3 年 1 1月 1 4 日判タ 3 7 6 号 7 3

頁)。
イ これを本件についてみてみると , 前記(3)ウの学習指導要領の国旗 ･ 国歌

条項の制定趣旨からすれば , 都立学校の卒業式 , 入学式等の式典において ,

国旗を掲揚すること 国歌を答嘱する こ と ば , 生徒らに対する教育の一環

ということができ 都立学校においてこのような教育が行われる こ と自体　
　

は正当なものということができよう。 そう だとすると , 原告ら教職員は ,

｢教育をつかさ どる者｣ と して (学校教育法 2 8 条 3項 , 5 1 条 , 7 6 条),

生徒に対して , 一般的に言づて , 国旗堀場 , 国歌斉唱に関する指導を行う

義務を負うものと解されるから 入学式 , 卒業式等の式典が円滑に進行す

るよう努力すべきであり , 国旗掲揚 , 国教斉唱を積極的に妨害するよう な

行為 に及ぶこと , 生徒らに対して国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱する

こ との拒否を殊更に偏るような行為に及ぶ ことなどは , 上記義務に照ら し

て許されないものといわなければならない。 .

しか し , 原告ら教職員は , 前記(3九 回のとおり , 国旗 ･ 国歌法 , 学習指

導要領の国旗 ･ 国歌条項 , 本件通達により , 入学式 , 卒業式等の式典にお

いて国歌斉唱の際に国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱するまでの義務 ,

ピアノ伴奏をするまでの義務はなく , む しろ思想 , 良心の自由 に基づ き ,

これらの行為を拒否する自由を有しているものと解するのが相当である。

ま た , 原告ら教職員が入学式 , 卒業式等の式典において 国歌斉唱の際に国

旗に向かっ て起立すること 国歌を斉唱する こ とを拒否したと しても 格

別 , 式典の進行や国歌斉唱を妨害する こ とはないうえ , 生徒らに対して 国

歌斉唱の拒否を殊更煽るおそれがあるとま ではいえず , 学習指導要領の国

旗 『国歌条項の趣旨である入学式 , 卒業式等の式典における国旗 ･ 国歌に

対する正 しい認識を持たせ , こ れを尊重する態度を育てるとの教育目標を　

　

阻害するおそれがあるとまではいい難い。 さらに , 原告らのう ち音楽科担
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当数巖は , 音楽科の授薬において ピアノ伴奏をする義務を負づでいるもの

の , 入学式 , 卒業式等の式典にお ける国歌斉唱の伴奏は音楽科の授業とは

異なり , 必ずしもこれを ピアノ伴奏で行わなければならないものではない

し ,仮に音楽科担当教員が国歌斉唱の際の ピアノ伴奏を拒否したと しても ,

他の代替手段も可能と考えられ , 当該教員に対し伴奏を拒否する か否かに

ついて予め確認しておけば式典の進行等が滞るおそれもないはずである。

そ して , 原告ら教職員が入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に

国旗に向かって起立 して国歌を斉唱する こ と ピアノ伴奏をする こ とを拒

否 した場合に , これとは異なる世界観 , 主義 , 主張等を待つ者に対し , あ

る種の不快感を与えることがあるとしても 憲法は相反する世界観 , 主義 ,

主張等を持つ者に対しても相互の理解を求めているのであ つ て (憲法 1 3

条等参照), この ような不快感等により原告ら教職員の基本的人権を制約

するこげま相当とは思われない。

そう だとすると , 原告ら教職員が , 入学式 , 卒業式等の式典において国

歌斉唱の際に , 国旗に向かっ て起立 し , 国歌を斉唱するこ と ピアノ伴奏

をする こ とを拒否したと しても 都立学校における教育目標 , 規律等を害

することもなく , 生徒 , 保護者 , 他の教職員等他者の権利に対する侵害と

なることもないから , 原告らが都立学校の教職員の地位に,ある ことを考慮

しても 同人らの上記行為を制約すること は , 必要かつ最小限度の制約を

超えるものであり , 憲法 1 9 条に違反するものと解するのが相当である。

したがって , 都立学校の各校長が , 本件通達に基づき , 原告ら教職員に対

し , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に向かっ て起立

し , 国歌を斉唱せよとの職務命令を発するこ とには , 重大かつ明白な瑕疵

があるというべきである。 そうだとすると , 原告ら教職員は , 本件通遂に

基づく各校長の職務命令に、基づき , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌

斉唱 の際に国旗に向か っ て起立し , 国歌を斉唱する義務 , ピアノ伴奏をす
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る義務を負うものと解する ことはできない ,

(の 小括

以上検討したと おり , 原告ら教職員は , 思想 o 良心の自由に基づき , 入学

, 式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に、向か っ て起立 し , 国歌を
　

　

斉唱する こ とを拒否する自由 , ピア ノ伴奏をするこ とを拒否する自由を有し

ているところ , 違法な本件通達に基づく各校長の職務命令に基づき , 上記行

為を行う義務を負うこ とはないものと解するのが相当である , そうする と

･
被告都教委が ,原告ら教職員が本件遺産に基づく各校長の職務命令に基づき ,

入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に向か っ て起立 しない

こと , 国歌を斉唱しないこ と ピア ノ伴奏を しないことを理由と して懲戒処

分等をすることは ,‐ その裁量権の範囲を超え著しく はその濫用になると認め

られるか ら 在職中の原告らが上記行為を行う義務のないことの確認のほか

に , 被告都教委が上記懲戒処分等をしてはならない旨命ずるのが相当である

(平成 1 6 年法律第 8 4 号による改正後の行政事件訴訟法 3 7条の 4 第 5 項

参照〕。

原告らの請求は , 前記 ｢第 1 請求J の第 1 ない し第 4 項の記載を文字通

り読めば , 原告ら教職員は , 学校の入学式 , 卒業式等の式典会場で , およそ

いかなる場合においても 国旗に向かつて起立する義務がないこ と 国歌を
　

　

斉唱する義務がないこと ピアノ伴奏をする義務がないこと , 前記各義務を

怠っ たために懲戒処分されない こ とを求めて いるもののように解される。 し

か し , 上記で検討したとおり , 本件通達及びこれに基づく各校長の職務命令

が違法なのであ っ て , 原告らの請求は , 本件通達及び これに基づく各校長の

職務命令に従う義務がない こ とを求め , また , 上記職務命令に違反した こ と

を理由に処分されないことを求める限度で理由がある ので , その限度で認容

し , その余は理由がなく棄却するのが相当である。

4 争点国 (国家賠償請求権の存否) について
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前記 2 で検討した こ とに加えて , 証拠 (甲 1 7 4 の 1 , 同 1 7 6 の L 同 1

7 8 の 1 及び 2 6 , 同 1 8 1 , 1 8 偽 1 8 3 の 暮 同 1 8 4 , 1 8 5 , 1 8

6 の 1 , 同 1 8 7 , 1 9 0 の 1 ない し 3 0 . 3 2 なし環-一 1 8 8 , 1 4 0 ない し

2 2 8 , 同 1 9 1 の 1 ない し 1 4 , 1 6 ない し 3 6 , 3 8 ない し 1 1 法 1 1

6 ない し 1 1 7 . 同 1 9 2 の 1 ない し 1 5 , 同 1 9 3 の 1 ない し 2 8 . 3 0 な

い し 4 3 , 同 2 0 為 2 0 2 , 2 0 9 の 1及び 2 , 同 2 6 3 , 2 8 0 , 証人
h

プ
. へ

- , 同 , 同
ギ

., 同, 原告い , 同
-

こと , 同 , 同
"

“ 同 , 同メ メ, 同“ ?

及び弁論の全趣旨によれば , 原告らは , 本件通産に基づく各校長の職務命令に

基うき , 入学式 , 卒業式等の式典において国歌斉嚏 の際に国旗に向か っ て起立

し , 国歌を斉唱する義務 , ピアノ伴奏をする義務を負わないにも かかわらず,
　

　

違法な本件通産及びこれに襄づく各校長の本件職務命令によって , 入学式 , 卒

業式等の式典において国歌斉唱の際に国旗に向かっ て起立し , 国歌を斉唱する

か否か , ピアノ伴奏をするか杏かの岐路に立たされたこ と あるいは自らの思

想 ･ 良心に反 して本件通達及びこれに基づく各校長の本件職務命令に従わされ

たことにより , 精神的損害を被っ た こ とが認められる。 これらの損害額は , 前

記違法行為の態様 , 被害の程度等を総合考慮すれば , 1 人当たり 3 万円を下ら

ないものと認定するのが相当であり , 当該判断を覆すに足りる証拠は存在しな

い。 なお , 本件遼産は , 原告らに対して , 直接 , 入学式 , 卒業式等の式典にお

いて国歌斉唱の際に国旗に向か っ て起立 し , 国歌を斉唱する こ と , ピア ノ伴奏

をすることを命ずるものではないが , 前記 3 (4M のとおり , 本件通蓬は , 都立

学校の各校長による本件職務命令を介して原告らに上記行為を強制するもので

あること 被告都教委は , 本件遼遷発令後 , 都立学校の各校長に対し , 入学式 ,

卒業式及び周年行事において , 本件通選に基づき教職員に対して職務命令を発

するよう強く指導して いる こ と , 都立学校の各校長は , 上記被告都教委の指導

に基づき , 本件通達発令後間もなく , 原告らに対し , 入学式 , 卒業式等の式典
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において国歌斉唱の際に国旗に向かって起立 し , 国歌を斉唱する こ と , ピア ノ

伴奏をすることとの職務命令を発する旨告げている こ とが認められ , これらの

認定事実に照らすと 前記損害賠償請求の遅延損害金の起算日 , すなわち不法

行為時は , 本件通産発令日 である平成 1 5 年 1 0 月 2 3 日 であると認めるのが

相当である。

第 4 結論

国旗 凸 国歌法の制定 ･ 施行されでいる現行法下において , 生徒に , 日本人と し

ての自覚を養い , 国を愛する心を育てるとともに , 将来 , 匿際社会において尊敬

され , 信頼される日本人と して成長させるために , 国旗 , 国歌に対する正しい認

識を持たせ , それらを尊重する態度を育てるこ とは重要なことである。 そ して ,

学校における入学式 , 卒業式等の式典は , 生徒に対し , 学校生活に有意義な変化

や折り 目を付け , 厳粛で清新な気分を味わきせ , 新しい生活への動機付けを行い ,

集団への所属感を深めさせる意味で貴重な機会というべきである。 このような入

学式 , 卒業式等の式典の意義 , 役割を考えるとき , これら式典において , 国旗を

掲げ , 国歌を斉唱することは有意義なものということができる。 しか し , f也方で ,

こ のような式典において , 国旗 , 国歌に対 し , 宗教上の信仰に準ずる世界観 , 主

義 , 主張に基づいて , 国旗に向か っ て起立 したくない教職員 , 国歌を斉唱したく

ない教職員 ,国歌のピアノ伴奏を したくない教職員がいることもまた現実である。r

, .
こ のような場合において , 起立したくない教職員 , 斉唱 したく ない教職煽り ピア

ノ伴奏したくない教職員に対 し , 懲戒処分をしてまで起立させ , 斉唱等させる こ

と は , いわば , 少数者の思想良心の自由を侵害し , 行き過ぎた措置であると思料

する次第である。 国旗 , 国歌は , 国民に対し強制するのではなく , 自然のうちに

国民の間に定着させるというのが国旗 ･ 国歌法の制度趣旨であり , 学習指導要領

の国旗 ･ 国歌条項の理念と考えられる。 これら国旗 ･ 国歌法の制度趣旨等に照ら

すと , 本件通達及びこれに基づく各校長の原告ら教職員に対する職務命令は遵法

であると判断 した次第である。
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以上検討した結果によれば , 原告らの請求は , 主文第 1 ないし第 5 項の限度 で

理由があるのでこれを認容し , その余は理由がないので これを秦却する こ とと し ,

仮執行宣言の申立てについては不相当であるのでこれを付さない こ とと して , 主

文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第 3 6 部

裁判長裁判官 難 波 孝 “

裁判富 山 口 均

裁判官 知 野 明


